
利用者 事業者
（要支援１・２の方、基本チェックリストによる事業対象者）

現行相当サービス 平成29年度当初

基準緩和サービス（サービスＡ）

住民主体の支援（サービスB、一般介護予防事業：住民運営の通いの場）

総合事業のサービス類型　イメージ図　～移行当初から当面の間～

サービス

現在の
利用者

類型 サービス内容
サービス
提供者

実　施
方　法

報酬単価
事業所数
（見込み）

現行
サービス
事業者

訪問
現行の予防給付と同様
（身体介護＋生活援助）

訪問介護員
（有資格者）

指　定

月額単価→1回あたりの
単価へ変更
※上限は現行の予防給
付の包括単価

約150

通所 現行の予防給付と同様 有資格者ほか 約260

人員基準

現行の予防給付と同様
①管理者　常勤・専従1以上
②訪問介護員　常勤換算2.5以上
【資格要件：介護福祉士、介護職員初任者研修等修了者】
③サービス提供責任者
常勤訪問介護員等のうち、利用者40人に1人以上

現行の予防給付と同様
①管理者　常勤・専従1以上
②生活相談員　専従1以上
③看護職員　専従1以上
④介護職員
15人以下専従1以上
15人超　利用者1人につき専従0.2人以上
⑤機能訓練指導員　1以上

新規参入
事業者

株式会社
ＮＰＯ法人等

総合事業
対象外
利用者

類型 サービス内容
サービス
提供者

実　施
方　法

運営基準等

・介護サービスの訪問介護の生活援助に位置づけられている
項目から１つ以上を生活支援のメニューとして実施すること
・事故発生時の対応（保険加入必須）、秘密保持　等

・活動拠点において、概ね週1回以上定期的かつ継続的に活
動を行っている
・1回あたり概ね10名の市民である高齢者の参加がある又は
見込まれる
・対象者を年齢で限定せず、だれでも参加できる

新規の
利用者

類型 サービス内容
サービス
提供者

実　施
方　法

通所

訪問

団体数
（見込み）

新規参入
団体

自治会・コミ協
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体
ＮＰＯ法人等

訪問型
サービス

B

日常のちょっとした困り
ごとに対する生活支援

ボランティア主体 補　助

4

一般介護
予防：

通いの場

週1回以上開催の
地域の茶の間

30

補助対象

○立ち上げ経費の一部
・備品購入費
・印刷製本費　等
初年度のみ上限20万円

○運営経費の一部
・ボランティア保険料
・通信料　等
上限2万円×実施月数

報酬単価
事業所数
（見込み）

「生活援助」の範囲
（身体介護を伴わない）

主に雇用労働者

指　定

計画的介護予防
（運動、レク、健康チェック、

送迎、相談援助等）
主に雇用労働者

現行の予防給付の約8割
（人員配置基準の緩和に
より減額）

約30

約60

①管理者　専従1以上
②従事者　必要数
【資格要件】
　旧ヘルパー3級以上
　市が実施又は指定する研修修了者　　のいずれか
③訪問事業責任者　従事者のうち1人以上

①管理者　専従1以上
②従事者
15人以下専従1以上
15人超　利用者1人につき専従0.1人以上
【資格要件】（従事者のうち1人以上）
　サービス提供内容に応じて必要な資格を有する者
　介護事業所での勤務経験年数が3年以上の者
　市が実施又は指定する研修修了者　　　のいずれか
※生活相談員、看護職員、機能訓練指導員の配置は不要

人員基準

身体介護が

不要

身体介護を伴う

現行相当を希望

サービスAがない

現在の利用者確保
将来の介護給付の利用者確保

新たな分野として参入

支え合いの仕組みづくり

支援（バックアップ）

支え合いのしくみづくり会議、支え合いのしくみづくり推進員

現在の要支援者

約11,000人のうち

約8,300人が

総合事業の対象
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